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議案第８号 

 

平成27年度浦添市一般会計予算 

 

 平成27年度浦添市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４４，１８５，０００千円と定め 

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

     

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行

為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

  （地方債） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

６，０００，０００千円と定める。 

 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係

る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用 

 

平成27年２月23日提出 

 

                                                     浦添市長 松本 哲治 

 



１　歳  入

第１表　歳入歳出予算
（単位：千円）

款 項 金 額
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 1

 2

 3

 4

 5

 6

市　　税

地方譲与税

利子割、配当割及び株式等

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

国有提供施設等所在市町村

付金                    

 1

 2

 3

 4

 6

 2

 3

 4

 1

 2

 3

 1

 1

 1

市 民 税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

入 湯 税

自動車重量譲与税

地方揮発油譲与税

特別とん譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

国有提供施設等所在市町村

13,993,987

5,389,876

6,431,233

297,824

1,866,681

8,373

168,066

117,032

50,637

397

80,467

26,235

28,313

25,919

1,666,999

1,666,999

15,587

15,587

492,532

492,532

 7

 8

 9

10

譲渡所得割交付金        

助成交付金              

地方交付税及び地方特例交

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

 1

 2

 1

 2

 1

助成交付金              

地方交付税

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金

負 担 金

使 用 料

4,362,851

4,348,079

14,772

17,000

17,000

665,902

665,902

622,577

350,587



（単位：千円）

款 項 金 額

歳 入 合 計
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11

12

13

14

15

16

17

18

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市　　債

 2

 1

 2

 3

 1

 2

 3

 1

 2

 1

 1

 1

 1

 2

 3

 4

 1

手 数 料

国庫負担金

国庫補助金

委 託 金

県負担金

県補助金

委 託 金

財産運用収入

財産売払収入

寄 附 金

基金繰入金

繰 越 金

延滞金、加算金及び過料

市預金利子

受託事業収入

雑　　入

市　　債

271,990

9,864,112

7,948,019

1,879,462

36,631

7,021,537

2,296,263

4,529,649

195,625

16,828

16,582

246

1,061

1,061

1,681,981

1,681,981

1

1

637,631

25,000

1

61,206

551,424

2,875,881

2,875,881

44,185,000



２　歳  出 （単位：千円）

款 項 金 額
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 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

 1

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 1

 2

 3

 4

 1

 2

 2

 1

 2

 3

 1

 1

 2

 3

 4

議 会 費

総務管理費

徴 税 費

戸籍住民基本台帳費

選 挙 費

統計調査費

監査委員費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

災害救助費

保健衛生費

清 掃 費

労働諸費

農 業 費

林 業 費

水産業費

商 工 費

土木管理費

道路橋りょう費

都市計画費

住 宅 費

373,554

373,554

5,260,598

4,223,453

700,414

211,844

26,565

63,688

34,634

20,648,953

7,685,004

8,875,014

4,088,604

331

2,203,007

1,173,688

1,029,319

40,608

40,608

126,133

71,997

3,140

50,996

217,120

217,120

5,935,749

118,576

1,332,250

4,442,022

42,901



（単位：千円）

款 項 金 額

歳 出 合 計
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 9

10

11

12

13

14

消 防 費

教 育 費

災害復旧費

公 債 費

諸支出金

予 備 費

 1

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 1

 2

 3

 1

 1

 1

消 防 費

教育総務費

小学校費

中学校費

幼稚園費

社会教育費

保健体育費

農林水産施設災害復旧費

公共土木施設災害復旧費

文教施設災害復旧費

公 債 費

普通財産取得費

予 備 費

1,277,910

1,277,910

4,758,037

698,264

1,567,879

486,907

434,964

946,648

623,375

3

1

1

1

3,242,557

3,242,557

1

1

100,770

100,770

44,185,000



第２表　債務負担行為

 公共施設等総合管理計画策定事業 10,721

47,241

157,248

51,192

 港川小学校校舎改築事業 1,410,096

 空調機使用電力削減システム賃借料 17,143

 環境衛生業務委託

－６－

事　　　　項 期　　　　間

平成２７年度から
平成２９年度まで

平成２７年度から
平成２８年度まで

 総合財務会計システム事業

平成２７年度から
平成３５年度まで

 市民課窓口業務一部民間委託料

（そ族昆虫・野犬対策及び不法投棄対策等業務）

（単位：千円）

限 度 額

平成２７年度から
平成３２年度まで

平成２７年度から
平成３０年度まで

平成２７年度から
平成２８年度まで



第３表　地方債

（単位：千円)

起 債 の 目 的 起債の方法 利　　　率

　沖縄振興特別 260,400
　推進交付金事業

　公 共 事 業 等 627,800

　学校教育施設 305,900
　等整備事業

 臨時財政対策債 1,681,781

計 2,875,881

－７－

償還の方法限度額

年５％以内
（但し、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

３０年以内の償
還、その他借り
入れ先の融資条
件による。
但し、市財政の
都合により繰上
償還又は低利債
に借換えするこ
とができる。

普通貸借又は証
券発行(但し、
登録債とする）


